
経済成長とマルサスの均衡*

南　　　　亮　　　進

I.はじめに

-ロッドが,経済成長理論の展開にあたってマ

ルサスの人口法則を放棄して以来,成長理論の多

くは人口を外生変数と仮定してきた,([3]p.167.)

しかし一方では,とくに後進国への適用という形

をとって,マルサスの人口法則をとりいれた成長

理論もいくつか展開されている。本稿も,経済成

長理論の枠の中で「マノレサス的問題」を論じよう

というものである。

マルサスの人口理論は,人口法則と歴史的収穫

逓減の法則という2本の柱の上に構築されていた。

([5]pp. 53-54, [6]p.40, [7]pp. 86-87.)人口

法則とは,人口増加が生存資料によって規定され

るというものであり,歴史的収穫逓減の法則とは

土地が生産のボトル・ネックとなるため生存資料

の生産は人口増加に及ばない,というも一のであっ

た。このような仮定に立つかぎり,いずれ経済は,

人口と生存資料の再生産がまったく停止する定常

状態すなわち「マルサスの均衡」に達することに

なる。いま経済がこの均衡を離れて1人当り生存

資料が上昇したとしよう。それはまず人口増加を

ひきおこす(人口原理)。その人口増加は生存資料

の生産を妨げ, 1人当り生存資料は低下する(収

穫逓減)。かくて経済は「マノレサスの均衡」に復

帰する。すなわち「マノレサスの均衡」は,これら

2つの仮設によって安定的であった。 「マルサス

的問題」とはこのように,人口と経済との相互依

*　本稿は[9][12]に加筆・修正したもので,中山

伊知部,森田健三,梅村又次,荒恵治郎の諸先生のコ

メントに負うところが多い。大川-司,磯野修の両先

生は[9]を精読され貴重なコメントを下さった.以上

の方々にあっくお礼を申し上げたい。また本稿の要旨

はすでに[11]に発表されている。

存の関係を通じて経済は安定的な「マノレサスの均

衡」に収欽する,というものである。

しかし歴史は逆のこと,マルサスの均衡は安定

的七はないことを示した。産業革命による急激な

経済成長とそれを前提した急速な人口増加は,マ

ルサスの予想を完全に裏切るものであった(E61

p. 41.)。

したがって「マルサス的問題」への正しい接近-

は,マルサスの均衡をはじめから安定的と仮定し

たり不安定と仮定するのではなく1),むしろ両方-

の可能性を残した一般理論を展開し,その中で

「マノレサスの均衡」の安定性の条件を吟味する,

ということであろう。本稿の目的は,非常に単純二

化された簡潔な理論モデルによって,そうした問

題を論ずることにある。

II.人口・経済成長のモデル

「マルサス的問題」を論じようというわれわれ-

は,マルサスが前提した2つの基本的な仮定を,

どうとりあつかうべきであろうか。

人口法則は,人口増加が生存資料によって規定-

されるというものであるから,人口増加率が1人_

当り国民所得の増加につれて上昇する,という命一

題におきかえることができよう2)。しかし人口増-

加率には上限があるはずである([16]p.316, [17コ.

p. 396, [18]p. 320, [19]p. 170, [20]pp. 901'

902.)。人口をP, 1人当り所得をm,人口増加率-

の上限をβとして.人口増加率を簡単に次の函数__

1) [5][7]では「マルサスの均衡」は安定的と仮

定された。

2)人口増加率には,もちろん経済変数では説明さ

れない部分もあろう。本稿は人口増加率のうち経済変~

数で説明される部分だけをとりあげる。[10][13]では_

経済とは独立な人口増加率について論じられる。
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で表わす,としよう。

(1) G(P)-B(m-mi)-
m

ただしG( )は一般に( )の変数の増加率を表わ

す.この式でmがmlにひとしいとき,人口増加

率はゼロである。すなわちmlはマルサスの生存

水準である。仮定された人口増加率関数は,第1

!図にえがかれている。

第1図　人口増加率関数

人口増加率は,社会的増加を無視すれば,出生

率と死亡率との差である。マルサスは,生存資料

の人口に及ぼす影響を主として死亡率の変動によ

って説明したO　われわれもマノレサスにしたがって,

:~第1図では出生率を一定とし,人口増加率の変化

は死亡率の変化によって生ずる,と仮定しておこ

う。

その仮定では,出生力は人口増加率曲線の水準

を規定すると考えることができる。すなわちパラ

メ-タ-Bは,この人口の出生力に依存すること

になる。さらに出生力は,人口増殖力などの生物

学的要因とか,宗教・家族制度・そのノ他社会慣習

の社会的要因に依存する。また別ま,死亡力を規

1定する1人当り所得以外のすべての要因にも依存

する。医学的知識とか医療設備などがそれである。

これらの理由にもとずいてBの水準が高けれ

・ば,同じ所得水準のもとでも人口増加率は高いO

あるいは生存水準が一定であるかぎり, 1人当り

ノ所得の上昇はより大なる人口増加をもたらす。し

たがってBは,経済生活の改善にたいする人口増

加の反応の強さを表わしている。これを規定する

制度的要因は経済変数にくらべてはるかに安定的

だから, βの値は長い期間にわたって安定的とみ

ることができよう。

ではマルサスの第2の仮定,収穫逓減の法則に
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ついてはどうか。マルサスはこの法則によって,

人口が経済に及ぼす影響を表現した。しかし近代

理論では,生産関数がその代りをつとめている。

われわれも生産関数によって,人口が経済に及ぼ

す影響を表わすとしよう(Mp.ii.)。しかし生産

関数としてほ,もっとも簡単なダグラス型を仮定

する。人口が経済に影響を及ぼすといっても,也

ちろん労働力を通じてのことである。ここで労働

力を人口と区別してLで表わす。労働力の人口に

たいする比率をαとすれば

L-aP(0<a<l)

とりあえずこの比率を一定と仮定しておく。この

生産関数には,労働と並んで資本ストック屋が変

数となる。国民所得を0とすれば,生産関数は

0-ALl-ォKa

として与えられる。これは次の生産力関数に変形

される。

呈-Al^

-¥lj(0<α<1)

労働生産性0/Lを簡単にl,資本集約度K/Lをk

で表わせば,

(2)l-Ak"

ここでαは資本の生産弾力性である。

生産関数の水準を示すパラメ-タ-Aは,生産

性を規定する要因のうち,資本集約度以外の要因

をすべてふくむものと解釈される。たとえば労働

や資本の質の向上は,』の上昇として表現される。

資本の質の向上とは,いうまでもなく技術進歩を

意味する。ところでマルサスの収穫逓減の法則を

現代的な解点から見直せば,土地の固定性や土地

の質の差から生ずる収穫逓減の傾向が,技術進歩

を上回った結果とみなすことができよう。こうし

た解釈が許されるならば,収穫逓減の法則は,い

わばマイナスの技術進歩として,Aの低下によっ

て表現することができる。しかし,とりあえずこ

のような技術変化はまったくない倣界を想定し,

Aは一定であると仮定しておこう。

マルサスでは主要な生産要素は,人口あるいは

労働力と,土地とであったOそして土地は一定で

あるから,人口の増加は収穫を逓減せしめる,ど

マルサスは考えた。しかし現在では,人口と並ぶ
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主要な生産要素は資本である。いまや木口と経済

との関係は,人口と土地ではなく,人口増加と資

本蓄積との関係によっておきかえることができ

る3)0

資本蓄積率G{K)は,貯蓄Sと資本ストックK

との,比率である。貯蓄は貯蓄関数によって与えら

れる。すなわち1人当り貯蓄S/Pは, 1人当り

所得mのリニヤの増加関数とする。ただLmが

その一定水準m2にひとしいときは貯蓄行われな

いと仮定する。 7nがm2に及ばないときマイナス

の貯蓄すなわち過去からの蓄積の消費が行なわれ

・る。この貯蓄関数は限界貯蓄性向を∫とすれば,

芸-s(----2) (00<l)
と表わされるOかくて蓄積率はL-aPと(2)を考

慮して

ォG(K)-ヱ(----z)‡α

となるD mがm2にひとしいときG{K)はゼロで

ある。すなわちm2は資本蓄積が停止する1人当

り所得の水準であるから,資本蓄積停止点と呼ぼ

う。これは人口増加率の停止点すなわち生存水準

mlに対応するものであるO　ところで1人当り所

一得は, L-aPの関係から人口・労働力比率aと労

働生産性lとの積であるが, (2)によって資本集約

度kの関数として表現される。すなわち

m-aAka

いま7nがnil, T02にひとしいときのkの水準をkl,

・k2と定義しよう4)。このとき(1)(3)は,次のよう

にkだけの関数におきかえることができる。

(4) G(P)-B(Jc-kl")孟

(5) G(K)-sA(k"-k2a)‡

まず(4)に注目しよう。人口増加率は資本集約

3)蝣;カードにしたがって土地を再生産できない生

産要素と定義すれば,たしかに土地は経済進歩のボト

ル・ネックになる。しかし土地の生産力は,肥料の投

入,あるいは濯概などの一種の設備投資によって増加
する。このような土地は資本にふくめて論ずることが

「?きる。
4)h-[慧)去*2-I-7

¥aA)孟
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度kの増加関数であり, kが増加するとBに収敷

する。kがklにひとしいときゼロとなる0第ユ図

の横軸mをkとし, mlをklとおきかえれば,こ

の図は関数(4)をそのまま表現することになる。

第2図　資本蓄積率関数

次に資本蓄積率関数(5)を吟味することによっ

て,それは第2図にみるような曲線をえがくこと

がわかる(くわしい数学的展開は[14]をみよ)。

蓄積率はk2でゼロであるが, kの増加によって上

昇する。しかしkoをこえると逆に低下しはじめ

ろ。すなわち蓄積率はkoで極大である6)。 kの増

加によって,蓄積率は変曲点をへて次第にゼロに

収倣する。

(4) (5)はモデノレの中心をなす基本的な関係式で

ある。ここで人口増加率と資本蓄積率が,ともに

資本集約度の関数であることに注意したい。すな

わちkが与えられると,直ちに人口増加率と資本

蓄積率の値が知られる。だからわれわれのモデル

を完結させるためには,この資本集約度を決定す

る方程式が必要である。それはh-KjLとL-aP

という2つの関係から導かれる。

(6) G(k)-G(K)-G(P)

これに4 (5)を代入して

(7) G(k)-sA(k"-k2")‡-B(hα-h")志

がえられる。

いま資本蓄積停止点7n2が生存水準mlにひと

しい,と仮定しよう。すなわち同一の所得水準の

もとで,人口と資本の増加が停止すると考える。

さらにいいかえれば,人口の増加が停止する状態

では,所得はすべて消費され貯蓄は行なわれない

5) fc0-伝)去・k2
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とする。この仮定は,いわばマノレサス人口法則の

貯蓄行動への応用であって,きわめて「マルサス

的」であるといえよう。このときいうまでもなく

kl-}C2であるから,第1・2図において,曲線G(P)

とG{K)は同一の資本集約度(h-h)のもとで横

軸を切ることになる。

この仮定のもとで(7)は

G {k) -sAQca--kla) ha-1一芸)

となる。この微分方程式の解はklと

1

ko'

(孟)志の

2つである。後者を簡単にk昌とおくと6)

(8) G(k)-sA(kォー鍋(たal1ニ軒1)孟

となる。

均衡解klとk3の意味はこうである。資本集約

度の上昇は一方では人口増加率を増大し,他方で

は資本蓄積を促進する。そしてklとkSの状態に

おいて,これら相反する効果が相殺され資本集約

度は一定にとどまる。

均衡解klでは,人口増加率と資本蓄積率はゼ

ロである。すなわち均衡klは,人口増加と経済成

長が停止する静態的状態であって,われわれの

「マルサスの均衡」にはかならない。

均衡解k3については,次の3つのCaseを分け

なければならない。

(9)
∫

(

Case 1 hi>fc3

Case 2　　k¥<kz

Case 3　　ォi-fa

G(P)はkの単調増加関数であり, klではG{P)-

G(K)-Oであるから, k昌がklを下回るCaselで

は,均衡点k3においてG(P)-G(K)はマイナス

である。すなわち人口と資本は一定率で減少する。

人口と資本のストックはやがて消滅しこの経済は

崩壊するoかくてCaselにおける・hを「低水準

均衡」と呼ぶことにしよう。しかしk3がklを上

回るCase2では,人口増加率と資本蓄積率はプ

ラスの値で均衡し,人口と資本は一定率で成長す

る。 Case2におけるk3は, 「発展的均衡」と呼ぶ

6) h-[孟戸
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ことができよう。

III. 「マルサスの均衡」の安定性

(8)式で「マノレサスの均衡」 klと「低水準均衡」

または「発展的均衡」 k3の安定性を吟味すること

によって,次の関係があることがわかる7)0

Case 1 k>一安定的　　k3-不安定的

kl-不安定的　k3-安定的

jfcl-&3-不安定的

(10)Ca
lea::32

すなわち「マルサスの均衡」は必らずLも安定

的ではない。それはCaselにおいて安定的であ

るが,そのほかの場合は不安定的である。 「発展

的均衡」は安定的で, 「低水準均衡」は不安定で

ある。ところで(9)は, klとk3の定義式8)によっ

て,次のごとく書き直すことができる。

Casel l>

(ll Casel　1<

Case2　1

α

7花1

α

mi

α

mi

(

(

(

∫

B

s

_β

∫

B

)

)

)

α　　　1

1-a 1-a

A

α　　　　1

1-α　1-α

A.

α　　　1

1-α　　1-α

A

かくして「マノレサスの均衡」の安定性はパラメ

-タr m¥{-m<i), a.s,α,A,Bの水準に依存するo

mi, Bが大きければ大きいほど不等式の右辺は小

さい。すなわち「マノレサスの均衡」が安定的にな

る可能性が大きい(Casel)。 a,s,α,Aが小さけれ

ば小さいほど,その安定性は強い。逆にmi,Bが

小さく　a,s,α,Aが大きければ, 「マルサスの均

衡」は不安定になる可能性(Case2)が大きい。

以上の議論を図解しよう。第3図の横軸は資本

集約度k,縦軸上向きに所得,同じく下向きに成

長率をとる。第1象限は資本集約度の関数として

の1人当り所得mの曲線がえがかれている。横

軸に平行にm-roi(ra2)の直線を引き,その直線

7)　なぜなら次の関係があるからであるo

Casel G{k)>O

G(fc) <O

Case2 G(k)>O

G(k) <O

CaseS G(k)<O

G(k) -O

8)注4),6)をみよ。

as 4f>fc>fe

as &<ォ3, re>ォi

as h<くkくk3

askくh, &>&3

ask幸hu ka

as k-klt k3
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第3図　モデルの図解

経済成長とマルサスの均衡

G( )

が曲線mと交わる点の横座棟をklifa)とするO

次に第4象限には人口増加率G(P)と資本蓄積率

G{K)をえがく。これらは第1・2図を横軸を中心

に裏返したものである。両曲線はklでゼロであ

るO　それらはkl以外のところでも交叉するが,

それをk3とする　Caselはk3がkIの左にある場

合　Case2はその右にある場合　Case3はそれに

一致する場合である。体系の動きは資本集約度k

の変化によって示される。すなわち資本集約度の

変化によって,体系は均衡に収放したりそれから
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発散したりする。その動きは矢印で示される。か

くてCaselでは「マルサスの均衡」 klは安定的,

「低水準均衡」 k3は不安定である。 Case2ではkl

は不安定で「発展的均衡」 k3は安定的であるo

Case3では&1-&3は不安定である。

IV.パラメーターの変動と「マルサスの

均衡」の安定性

モデノレは一定の生産関数を前提して展開された。

すなわち(パラメータ-)Aを一定と仮定した。し

かしこのパラメ-タ-が変化する場合を考察しよ

う。すなわち技術進歩(広い意味での)や古典派的

収穫法則の作用で,生産関数はたえずシフトする

と考えるのである。

まず体系が(ll)のCaselの条件を溝足し「マノレ

サスの均衡」にある場合を想定する。いま技術進

歩が収穫逓減に畢ばずパラメトタ- Aが低下すれ

ば,第3図で曲線G{K)はフラットになるから,

k3はいっそう左側にシフトし「マノレサスの均衡」

は相変らず安定的である。体系はそのまま「マノレ

サスの均衡」にとどまる。しかし収穫逓減を上回

る技術進歩があってAが上昇すれば,曲線G(K)

は横軸から離れるから, kSはいずれklをこえて

右にシフトするO　かくて体系は第3図のCasel

からCase2に移行する。 「マルサスの均衡」は不

安定となるから,体系は安定的な「発展的均衡」

k3に収敷するだろう。 Aの上昇がひきつづいて生

ずれば, kSはいっそう右-シフトする。それにつ

れて体系も右へ移動するから, 1人当り所得mは

上昇し,人口増加率は次第に一定値Bに接近する。

次にパラメ-タ←がCase2の条件を満足して

おり,体系がはじめから「発展的均衡」k3にある

場合を想定するO　ここでAの上昇は,上述のごと

く1人当り所得の上昇をもたらす。しかし技術

進歩が収穫逓減に及ばず』が低下するとせよ。

G(K)はフラットになりk3は左にシフトしてklに

接近する.それでもk3は安定的だから(それがkl

の右に位置するかぎり),体系はそれにつれて左

に移行し1人当り所得は低下する。そしてAの低

下がつづくならば, k3はklに一致し,体系はつ

いに「マルサスの均衡」へ到達することになる。
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マルサスが, 「マルサスの均衡」を安定的と考

え,経済はいずれ「マルサスの均衡」に収敷する

だろうと考えたのは,このように技術進歩を上回

る収穫逓減の作用に注目したためである。

もちろんCaselとCase2との間の移行は, A

以外のパラメ-タ-の変化によっても生ずる。た

とえば資本の生産弾力性αの上昇,限界貯蓄性向

Sの上昇などもAの上昇と同じ効果をもつ。しか

しその変化の大きさはAのそれにくらべて小さ

いと思われるから, 2つのCaseの間の移行を説

明する経済要因は,パラメ-タ-Aにもとめるの

が順当であろう。

次にパラメ-タ-のうちで人口要因に注目しよ

う。まず人口増加率の上限Bである。いまこれ

を規定する制度的要因が変化してBが上昇した

とする。 Bの上昇は(ll)でCaselの可能性を高

める。逆にBの低下はCase2の可能性を強めるO

したがって経済がCaselで説明され,安定的な

「マルサスの均衡」にあるときBが低下すれば,

「マノレサス?均衡」の安定怪は失われるから,経

済は「発展的均衡」にそって成長することができ

る。いわゆる「人口革命」における出生力の低下

と経済発展との関係は,このように理解すること

ができる。

もう1つの重要な人口要因は,人口。労働力比

率αである。これは労働力化率(労働力/生産年齢

人口)と生産年齢人口係数(生産年齢人口!総人口)

との積である。労働力化率の変動は複韮であるか

らここでは論じない。それを一定とすれば, αは

人口の年齢構成に依存する。よく知られているよ

うに,人口の年齢構成は出生率の変化によって変

化し,死亡率の変化とは無関係である。ところで

われわれはff(-p)曲線をえがくとき出生率を一定

とおいた。だからkしたがってmの変化によっ

てG(P)が変化しても, aを一定とおくことがで

きたのである。しかし「人口革命」にみられるよ

うに出生力の低下でBが低下するとき, aはもは

や一定ではない。出生率が低下すると人口にしめ

る子供の割合が減少するから,生産年齢人口の

割合が増加しαは上昇する。 αの上昇は(ll)で

caselの可能性を低めCase2の可能性を強める。
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次に貯蓄のど-イビヤーは,人口の年齢階級の

間でことなることが指摘されている。一般に生産

年齢人口の貯蓄性向は高く,非生産年齢人口のそ

れは低い,とされている([l]pp.179-182,[3]

pp.150-151.)c　とくに過去からの蓄積を消費す

ることの多い高年齢層では,貯蓄性向は小さい。

したがってパラメータ←αの上昇はその経済の限

界貯蓄性向Sを高め, aの低下はそれを減少させ

る。 ∫の上昇は「マノレサスの均衡」の安定性を弱

め,その低下は安定性を強めることはすでにのべ

た。

このように出生カの低下は,第1にβの低下を

通して,第2にaの上昇を通して,第3にSの上

昇を通して, 「マノレサスの均衡」の不安定性を高

め,経済発展の条件を準備することができる。

いままで資本蓄積停止点k2を人口増加停止点

klにひとしい,と仮定してきた。もしもk2とkl

がことなるならば,人口と資本とは同時に停止す

ることはないから, 「マルサスの均衡」は存在し

ない。 &1-&2の状態からk2が低下したとすれば,

mは生存水準を上回り,経済は「マルサスの均

衡」を離れることができる。 k2したがってm2の

低下は,平均貯蓄性向の上昇をもたらすからであ

る。こうしたm2の低下による経済発展は,いわ

ば人口の消費活動にたいする「搾取」と考えるこ

とができる。

Ⅴ.結びにかえて-「後進国理論」との

関係について

われわれは基本的にはマルサスの線にそいなが

ら,しかし分析用具は近代経済学のそれによって,

きわめて単純化された人口o経済成長の理論を展

開した。そして「マルサスの均衡」の安定性の分

析を通じて,初期的段階における「経済成長」の

条件を吟味した。

ところで,はじめにのべたように,最近時にお

いて展開されたマルサス的人口成長の理論は,主

として後進国への適用を目的としている。たとえ

ばライベンシュタイン[19],ネルソン[20],ヒ

ギンズ[17]など米国の経済学者は,後進国の停

滞性を「マルサスの均衡」によって説明している。
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そしてそこから経済が脱するための条件をcriti-

calminimum.effortという概念で分析した。こ

の分析はわれわれの「マルサスの均衡」の安定性,

不安定性の条件の分析に相当するものである。た

だしわれわれの分析は,よりいっそう厳密な数学

的定式化の上に立っている。

一方後進経済の発展に関して人口学者の側から

の発言がきわめて多い。このことは人口要因が後

進経済の発展に関して重要な意味をもつことを暗

示している。その人口要因のうちでもっとも重要

なものは,なんといっても人口動態の動向であろ

う。後進国では西欧の医学的知識の導入によって

r死亡率は低下したが,出生率は依然として高い水

準にある。高い出生率は人口にしめる生産年齢人

口の割合を低下せしめ,低い労働力化率と並んで

人口にたいする労働力の割合を低める([2] [8]

[参　　考

([1]-[14]は筆者によるもの)

[1] 『適度人口』(中山伊知郎博士と共著)勤草書房
1959年10月。

[2] 「アジアの労働力人口」『アジアの人口構造』(ア

ジア経済研究シリーズNo.1)第4章アジア経済研究所
:1960年8月っ

[3] 「ケインズ学派の人口論」『人口論史』(商売三

_郎編)第4章　勤草書房1960年10月。

[4] 「後進経済の発展潜在力と人口要因」『季刊理論
経済学』第11巻　第3・4号1961年3月。

[ 5 ] "An Analysis of Malthus'Population The-

Lory , Journal of Economic Behavior, Vol. 1, No. 1.

_April 1961.

[6] 「人口増加の経済分析」 『季刊理論経済学』第
12巻第1号1961年9月。

[7] 「マルサス人口原理と人口増加の法則」『一橋
論叢』第46巻　第5号1961年11月。

[8] 「アジアの出生力」『アジアの人口増加と経済

-発展』(アジア経済研究シリーズNo. 20)第1章　アジア
」経済研究所1962年1月。

[ 9 ] 「EconomicTake-Offの諸条件-マノレサス的均

一衝の安定性について」一橋大学理論経済学研究報告No.
1謄写1962年4月。

[10] 「経済成長と技術進歩の型」 『一橋論叢』第47
着　第11号1962年11月。

9)後進経済の発展と人口要因との関係に関する理
.論的分析は[4]で試みられた。

-35　-

参照)。これは後進経済の発展を阻害する。こう

した見解をもっとも鮮明に打ち出したのは,コー

ル-フ-バ　[IS] pp.285-286.]である。彼ら

はインドの人口と経済の分析を通じて,.その発展

の可能性はひとえに出生力の動向にあると結論し

た。こうした議論はわれわれのモデルでは, 「マ

ルサスの均衡」の安定性の分析に関して行なわれ

た。本稿における議論はこれまでの後進国理論に

くらべて,入口要因に関する言及が豊富であるこ

とを特徴としている9)0

もとより後進国経済の発展は多くの制度的要因

に依存するし,人口増加に関するマノレサス的な仮

設の妥当性についでも疑問があろうから,このよ

うなモデルを後進国の現実の問題に適用すること

には慎重を期さなければならない。
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